
行　　政　　評　　価　　表
電話番号
（内線）

基本目標 年度 H28 H29 H30 R01 R02

基本方針 予算額
（千円）

1,619,500 1,596,822 1,661,702

施策名 決算額
（千円）

1,608,441 1,587,866 1,649,091

決算額の内
繰越明許分 - - -

年度

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

目標

実績

進捗状況

平 成 ３０ 年 度　　　　

所属部 社会福祉部 所属課 福祉総務課 正職員数 １８人
その他
職員数

３人
055-983-2613
（内線２２２７）

総合計画の
位置付け

Ⅰ　安全・安心に暮らせるまち

１　健康・福祉を育むまちづくり

８　暮らしを守る保険・生活保障制度の運用<国保・年金>

R01 R02

所管する施策の
方向一覧

Ⅰ-１-８-（３）生活保護制度の適正な運用
※人件費、一般諸経費、交際費、積立金、繰出金、出資金及び公債費は
　 含まれておりません。

Ⅰ-１-８-（４）生活困窮者自立支援制度の適正な運用
※予算費目表に再掲で表示されている事業は、再掲元の予算費目及び
　 総括表に予算額及び決算額を記載しています。

※赤字：補正・流用により当初予算額から変更した予算額

※繰越明許：年度内にその支出が終わらない見込みのあるものについて、
　 議会の議決を得て翌年度に繰越して使用するもの。
　 予算要求年度に予算額を、実執行年度に決算額及び繰越明許額を記載。

就労による生活保護廃止世
帯数

就労により廃止となった世
帯数をカウント

適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

成果指標
【行政改革大綱における取

組事項名】
指標計算式（指標の説明） H28 H29 H30

15件 8件 6件

順調 順調 達成



1 当該年度の実施計画（Plan）

2 実施計画に対する取組内容（Do）

3 実施内容に対する評価（Check）

4 評価結果に対する改善内容（Action）

【行革取組項目】
次年度の対応方針

実施（改善）計画に
対する今年度の評
価

高齢者世帯の増加傾向が続き、生活保護受給世帯のうち高齢者世帯の構成割合が多い状態になっている。就労年齢の者がいるその他世帯につ
いては、就労年齢の者が疾病等で就労できない状態である。そのため、就労による生活保護廃止が期待できる世帯がそもそも少ないことから、実績
値が減少している。

【行革取組項目】
実施計画に対する
今年度の評価

次年度の事業のあ
り方（改善措置）

世帯の現状に相応な家庭訪問が実施できるよう訪問計画の見直しを実施し、就労による生活保護廃止を含めた自立に向けた支援を行うことで、生
活保護制度の適正な運用を目指す。

【行革取組項目】
計画期間の取組内
容（進め方）

実施（改善）計画に
対する今年度の取
組内容

訪問基準に沿った適正な訪問計画の見直しを行うとともに、査察指導員による訪問計画の進行管理の徹底を図ることで、家庭訪問での十全な見守
りを実施できるようにする。それにより、適切な就労支援の実施のみならず、健康状態や生活状態を確認することで、必要な指導・指示を実施し、よ
りきめ細やかな支援が可能となる体制を目指す。

施策の方向 Ⅰ-１-８-（３）生活保護制度の適正な運用

前年度評価に対す
る今年度の実施
（改善）計画

世帯の現状に相応な家庭訪問が実施できるよう訪問計画の見直しを実施し、就労による生活保護廃止を含めた自立に向けた支援を行うことで、生
活保護制度の適正な運用を目指す。

【行革取組項目】
今年度の実施計画



5 業務計画

No.

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 729件 744件 758件

達成状況 達成 達成 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 1,566,135,991円 1,541,053,713円 1,567,576,667円

達成状況 達成 達成 達成

行政改革
大綱にお
ける取組

2 扶助費支給 支給額 維持

1 扶助費支給
被保護世帯数（年度
平均）

維持

事業名 手段・業務内容 活動指標

目標及び実績 今後の取組み方針

年度 H28 H29 H30 R01 R02
改善内容、終了・休止理由、

目標値変更理由等

１　生活保護扶助事
業



施策の方向

6 各事務事業に対する事業費

予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源）

決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源）

1,574,587 (438,809) 1,547,955 (366,193) 1,578,769 (415,283)

1,566,136 (403,847) 1,541,054 (344,550) 1,567,577 (401,235)

予算費目の事業名、補助金（細節）名

Ⅰ-１-８-（３）生活保護制度の適正な運用

R02歳出（千円）

事業費
次年度の
コスト方

向性

決算額増減の理由・改
善状況等

行政改革
大綱にお
ける取組

H28歳出（千円） H29歳出（千円） H30歳出（千円） R01歳出（千円）

１　生活保護扶助事業(01.03.03.02.010.01） 維持



1 当該年度の実施計画（Plan）

2 実施計画に対する取組内容（Do）

3 実施内容に対する評価（Check）

4 評価結果に対する改善内容（Action）

施策の方向 Ⅰ-１-８-（４）生活困窮者自立支援制度の適正な運用

前年度評価に対す
る今年度の実施
（改善）計画

平成２９年度に引き続き、関係機関との連携を密にし、生活困窮世帯への支援を強化できる体制をより一層整えたい。平成３０年度からは、関係機
関とともに生活困窮者自立支援ネットワーク会議を実施し、生活困窮者に対する地域全体での包括的な支援体制を構築するよう努めたい。

【行革取組項目】
今年度の実施計画

実施（改善）計画に
対する今年度の取
組内容

上述の生活困窮者自立支援ネットワーク会議を年２回程度実施する。構成メンバーとして、庁内の部署のみならず社会福祉協議会といった外部機
関を交え、生活困窮者の早期把握や見守りのための情報交換を行い、自立支援策の検討を協同で実施する。

【行革取組項目】
計画期間の取組内
容（進め方）

実施（改善）計画に
対する今年度の評
価

平成３０年度の相談受付件数は、事業初年度である平成２９年度の３５２件から３１件減であり、支援プランを作成し、断続的な支援を行った件数に
ついては、平成２９年度の１０３件から２３件減となった。相談件数が減っていることについては関係機関と連携して、周知徹底に努めることで、早め
の相談を促していく。支援プランの作成件数の減については、専門機関に取り次ぎ、件数としてカウントできなかったことが要因にある。なお、平成２
９年度からは学習支援事業を実施し、貧困の連鎖を断ち切るために生活保護受給者を含めた生活困窮世帯への学習支援を開始している。

【行革取組項目】
実施計画に対する
今年度の評価

次年度の事業のあ
り方（改善措置）

平成３０年度に引き続き、関係機関との連携を密にし、生活困窮世帯への支援を強化できる体制をより一層整えたい。令和元年度からは、関係機
関とともに生活困窮者自立支援ネットワーク会議を実施し、生活困窮者に対する地域全体での包括的な支援体制を構築するよう努めたい。

【行革取組項目】
次年度の対応方針



5 業務計画

No.

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 349件 352件 321件

達成状況 達成 達成 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 94件 103件 80件

達成状況 達成 達成 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 7件 9件 7件

達成状況 達成 達成 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 4件 1件 1件

達成状況 達成 達成 達成

目標 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理 適正処理

実績 4件 1件 1件

達成状況 達成 達成 達成

行政改革
大綱にお
ける取組年度 H28 H29 H30 R01 R02

改善内容、終了・休止理由、
目標値変更理由等

事業名 手段・業務内容 活動指標

目標及び実績 今後の取組み方針

2 プラン作成件数
相談者の自立に向け
たプランの作成件数

維持

1 相談受付件数
生活困窮者等からの
相談件数

維持

1 支給決定業務 申請件数 維持

3
住宅確保給付金決定
件数

住居確保給付金の支
給決定件数

維持

2 生活資金貸付 貸付件数 維持

１　生活困窮者自立
支援事業

２　生活保護運
営対策事業



施策の方向

6 各事務事業に対する事業費

予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源） 予算額 （うち一般財源）

決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源） 決算額 （うち一般財源）

30,010 (9,519) 34,122 (11,716) 34,762 (11,691)

27,826 (8,883) 33,510 (11,660) 34,493 (11,517)

14,903 (10,707) 14,745 (10,541) 48,171 (43,810)

14,479 (10,421) 13,302 (9,788) 47,021 (41,658)

Ⅰ-１-８-（４）生活困窮者自立支援制度の適正な運用

予算費目の事業名、補助金（細節）名

事業費
次年度の
コスト方

向性

決算額増減の理由・改
善状況等

H28歳出（千円） H29歳出（千円） H30歳出（千円） R01歳出（千円） R02歳出（千円）

1　生活困窮者自立支援事業
(01.03.01.01.020.010）

維持

行政改革
大綱にお
ける取組

2　生活保護運営対策事業
(01.03.03.01.020.01)

維持



電話番号
（内線）

基本目標 施策名

基本方針

正職員 その他職員

生活保護扶助
事業

3736H

生活困窮者自
立支援事業

1867H 1867H

生活保護運営
対策事業

15993H 1867H

055-983-2613

総合計画の
位置付け

Ⅰ　安全・安心に暮らせるまち ８　暮らしを守る保険・生活保障制度の運用<国保・年金>

１　健康・福祉を育むまちづくり

その他職員数 ３人
（内線２２２７）

4月 5月 6月 7月 8月 3月
従事見込時間数

平成30年度　スケジュール表 所属部 社会福祉部 所属課 福祉総務課 正職員数 １８人

9月 10月 11月 12月 1月 2月事業名

生活保護相談受付・調査・決定・指導等事務

生活資金貸付の相談受付・調査・決定等事務

生活保護費支給等事務

・自立相談支援

・住居確保給付

・就労準備支援

・一時生活支援

・学習支援事業


